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令和８年度 第Ａ－７号 産業用地開発自然環境調査業務委託（高島地区） 

業務説明書【簡易公募型プロポーザル方式】 

 

１ 業務の概要 

(1) 業務の目的 

   企業の強い設備投資意欲がありながら、滋賀県における産業用地は不足している状

況であり、県と市が連携し、県内３か所の候補地（高島市、大津市および東近江市）

において、新規産業用地を整備することとしたところ。 

本業務は、高島市内に計画している産業用地開発候補地の開発にあたって、滋賀県

自然環境保全条例（昭和 48 年滋賀県条例第 42 号）第 23 条に基づく自然環境保全協定

の締結が必要であることから、候補地における現存する動植物の実態、地形地質等を

把握すること等を目的とするものである。 

(2) 業務内容 

別紙特記仕様書および数量集計表のとおり。 

(3) 技術提案を求めるテーマ（特定テーマ） 

本業務において、技術提案を求める特定テーマは以下に示す事項とする。 

① 自然環境保全協定の締結に向けた効果的・効率的な実施 

協定の締結に向け、産業用地開発といった事業特性や高島市マキノ町西浜地先固

有の地域特性を考慮したうえで想定される課題やその対応策、効果的・効率的な

実施方法等について、提案を求めるもの。 

② 自然環境調査報告書における予測および影響の分析方法 

自然環境調査報告書の作成にあたって、予測や環境調査の結果等を踏まえた影響

の分析方法および地元住民等関係者に「環境リスク」や「保全効果」が直感的に

伝わる手法について提案を求めるもの。 

(4) 打合せ 

業務の打合せは、業務着手時、中間打合せ３回、成果物納入時の計５回とする。 

(5) 再委託 

本業務について、主たる部分の再委託は認めない。 

なお、本業務における「主たる部分」は、土木設計業務等共通仕様書（令和８年２

月改訂 滋賀県県土整備部）においては第 1128 条第１項に示すとおりとする。ただし、

同仕様書第 1128 条第２項に規定する「軽微な部分」は除く。 

(6) 成果物 

成果物は以下のとおり。 

本業務は、電子納品対象業務とする。また、別紙特記仕様書に定めるものほか、業

務の進捗に合わせて、以下の書類を提出する。 

  ア 自然環境保全協定の締結に関する協議書 ：１０部 

  イ 電子データを収録した CD-R 等電子成果品：２部 
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(7) 履行期間 

履行期間は、以下のとおり予定している。 

契約締結の日より５日以内の日から令和 10 年３月 17 日 

(8) その他 

ア 本業務の特記仕様書（案）は別紙のとおり。 

イ 担当部局 

〒520-8577 滋賀県大津市京町四丁目１－１ 

滋賀県商工労働部産業立地課 

電話  077-528-3781 

E-Mail sangyouyouchi@pref.shiga.lg.jp 

 

２ 提案書の提出者に要求される資格要件 

(1) 技術提案書の提出者 

  滋賀県建設工事等入札参加有資格者名簿（この公告の日（以下「公告日」という。）

において有効であり、かつ、最新のものに限る。）に登録されている者で、次に掲げ

るすべての要件を満たす者のみが参加することができる。 

ア 登録業種および部門ならびに順位または評点 

(ｱ) 建設コンサルタントの「建設環境部門」に登録されている者 

  (ｲ) 建設コンサルタントの評点が 260 点以上かつ、「建設環境部門」の共通順位が

１位から 40 位までの者 

 イ 同種または類似業務の実績等 

手続開始の公告日の前日から起算して前 15 年間（手続開始の公告日の前日まで

に引渡しが完了したものに限る。）において、以下の同種または類似業務の実績が

ある者。 

対象は、本申請企業における実績のみとし、以下の評価対象発注機関（※）が発

注した業務とする。 

申請した管理技術者の途中交代は原則認めない。 

実績業務は、一般財団法人日本建設情報総合センターの業務実績情報システム

（以下「テクリス」という。）に登録されるなど、求める実績の内容を確認するこ

とができるものに限る（例として、業務名、履行期間、業務概要、発注機関および

発注者・受注者双方の押印が確認できる資料またはテクリスの登録内容が確認でき

る書類等。）。 

(ｱ) 同種業務：滋賀県内で実施した動植物調査 

(ｲ) 類似業務：滋賀県内で実施した動物調査または植物調査 

(※) 評価対象発注機関：滋賀県、滋賀県教育委員会、滋賀県警察本部、滋賀県企

業庁、滋賀県病院事業庁、（旧）滋賀県土地開発公社、（一

社）滋賀県造林公社、滋賀県道路公社、（公財）滋賀県環

境事業公社、（公財）滋賀県文化財保護協会、（公財）び
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わこ芸術文化財団、（公財）滋賀県希望が丘文化公園、（公

財）滋賀県スポーツ協会、国土交通省、全国の都道府県、

全国の政令市および全国の市町村 

※ 上記地方機関を含む。 

※ 滋賀県以外においては、官公庁による出資団体（公社、協会などの外郭団体）

を含まない。 

※ 機関名称の変更があった場合、旧機関名称による実績についても評価対象とす

る。 

ウ 地域要件 

滋賀県内に名簿に登載された営業所を有する者 

エ その他の要件 

(ｱ) 客観的に明らかに経営不振に陥ったと認められる次のａからｅの要件に該当す

る者でないこと。 

ａ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなさ

れている者 

ｂ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れている者 

ｃ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされて

いる者 

ｄ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく特別清算開始の申立てがなされて

いる者 

ｅ 銀行取引停止処分がなされている者 

(ｲ) 次のａ）からｅ）の要件に該当する者でないこと。 

ａ 役員等（簡易公募型プロポーザルに参加しようとする者が個人である場合に

はその者を、法人である場合にはその役員をいい、本プロポーザルに参加しよ

うとする者から県との取引上の一切の権限を委任された代理人を含む。以下

「役員等」という。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」と

いう。）であると認められる者 

ｂ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下「暴力団」という。）または暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められる者 

ｃ 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者

に損害を加える目的をもつて、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認

められる者 

ｄ 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供

与するなど直接的または積極的に暴力団の維持または運営に協力し、または関

与していると認められる者 
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ｅ 役員等が、暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められる者 

(ｳ) 参加表明書等の提出期限の日から技術提案書の特定の日までの期間に滋賀県建

設工事等入札参加停止基準の規定に基づく入札参加停止を受けていないこと。 

(ｴ) 組合が競争参加資格確認申請した場合において、その組合員でないこと。 

(ｵ) 公告の日以前３か月において、滋賀県が定める委託業務等成績評定実施要領に

基づき通知した評定点が 60 点未満でないこと。なお、この場合の成績評定通知

は平成 29 年４月１日以降に入札公告を行った業務委託で、入札公告の競争参加

資格に定めるものと同じ業種区分に限る。 

(2) 配置予定技術者 

ア 配置予定技術者に対する要件は以下のとおりとする。 

(ｱ) 配置予定技術者の資格 

管理技術者および照査技術者は、「土木設計業務等委託必携（令和８年２月一

部改定）」中、「滋賀県が発注する土木設計業務における資格要件 別表（琵琶

湖環境部、県土整備部関係）」の業務Ａに対応する技術者（建設環境部門）のい

ずれかを配置すること。 

ａ 管理技術者 

(a) 技術士（総合技術監理部門：選択科目 建設-建設環境） 

(b) 技術士（建設部門：選択科目 建設環境） 

上記技術者のほか、衛生工学部門で登録した技術士で、かつ、計量法（平成

４年法律第 51 号）により環境計量士（濃度関係）の登録をした者または応用

理学部門（選択科目：物理および化学）で登録した技術士で、かつ、計量法に

より環境計量士（騒音・振動関係）の登録をした者も可とする。 

ｂ 照査技術者 

(a) 技術士（総合技術監理部門：選択科目 建設-建設環境） 

(b) 技術士（建設部門：選択科目 建設環境） 

上記技術者のほか、衛生工学部門で登録した技術士で、かつ、計量法（平成

４年法律第51号）により環境計量士（濃度関係）の登録をした者または応用理

学部門（選択科目：物理および化学）で登録した技術士で、かつ、計量法によ

り環境計量士（騒音・振動関係）の登録をした者も可とする。 

(ｲ) 同種または類似業務の実績 

管理技術者および照査技術者は下記に示す「同種または類似業務」について、

手続き開始の公告日の前日から起算して前 15 年間（手続開始の公告日の前日ま

でに引渡しが完了したものに限る。）において、管理技術者または担当技術者と

して配置された１件以上の実績を有すること。以下の評価対象発注機関(※)が発

注した業務により行う。 

実績業務は、テクリスに登録されるなど、求める実績の内容を確認することが

できるものに限る（例として、業務名、履行期間、業務概要、発注機関および発
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注者・受注者双方の押印が確認できる資料またはテクリスの登録内容が確認でき

る書類等。）。 

(ｱ) 同種業務：滋賀県内で実施した動植物調査 

(ｲ) 類似業務：滋賀県内で実施した動物調査または植物調査 

ただし、再委託による業務および照査技術者として従事した業務は除く。 

(※) 評価対象発注機関：滋賀県、滋賀県教育委員会、滋賀県警察本部、滋賀県

企業庁、滋賀県病院事業庁、（旧）滋賀県土地開発公社、

（一社）滋賀県造林公社、滋賀県道路公社、（公財）滋

賀県環境事業公社、（公財）滋賀県文化財保護協会、（公

財）びわこ芸術文化財団、（公財）滋賀県希望が丘文化

公園、（公財）滋賀県スポーツ協会、国土交通省、全国

の都道府県、全国の政令市および全国の市町村 

※ 上記地方機関を含む。 

※ 滋賀県以外においては、官公庁による出資団体（公社、協会などの外郭団体）

を含まない。 

※ 機関名称の変更があった場合、旧機関名称による実績についても評価対象と

する。 

なお、企業の実績を確認できる資料が「(1) 技術提案書の提出者」の同種また

は類似業務等の実績において提出する資料と同じ場合は、当評価項目において

は、資料の提出を省略できる。 

(ｳ) 手持ち業務量 

管理技術者の重複業務数は、公告日現在において 500 万円以上の県発注実質（一

時中止等を除く。）業務３件までとする。 

 

３ スケジュール 

(1) 参加表明書の提出期限 令和８年８月４日（火）午後５時まで 

(2) 選定委員会開催 

（技術提案書提出者の選定） 

令和８年８月 24 日（月）予定 

(3) 技術提案書提出要請の通知 

（選定・非選定の通知） 

令和８年８月 31 日（月）予定 

(4) 技術提案書の提出期限 令和８年９月 25 日（金）午後５時まで 

(5) 選定委員会開催（技術提案書の評価） 令和８年 10 月 21 日（水）予定 

(6) 技術提案書の特定通知 令和８年 10 月 28 日（水）予定 

 

４ 参加表明書の提出方法 

 (1) 提出方法 

   「１ 業務の概要、(8) その他、イ 担当部局」に示す場所に持参または簡易書留

郵便による郵送により提出するものとする。ただし、郵送の場合は提出期限内に必着
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のこと。提出の必要な様式の一覧は別紙-1 による。 

 (2) 提出書類 

  ア 参加表明書（様式-1-1） 

  イ 誓約書（様式-1-2） 

  ウ 配置予定管理技術者の経歴等（様式-2-1） 

  エ 配置予定担当技術者の経歴等（様式-2-2） 

  オ 配置予定照査技術者の経歴等（様式-2-3） 

  カ 配置予定技術者（管理技術者・担当技術者・照査技術者）の過去 15 年間における

同種または類似業務実績（様式-3） 

  キ 業務実施体制（様式-4） 

  ク 企業の実績等（様式-5） 

  ケ 企業の過去 15 年間における同種または類似業務実績（様式-6） 

  コ 企業の過去３年間に完了したコンサルタント業務の業務成績（様式-7） 

  サ 配置予定技術者（管理技術者）の過去３年間に完了したコンサルタント業務の業務

成績（様式-8） 

（3）提出期間 

   令和８年７月 21 日（火）午前９時から 

   令和８月８月４日（火）午後５時まで 

 (4) 提出部数 

   正本１部および写し４部とする。 

  ア 正本には提出者の記名、押印を行うこと。 

イ 写し４部については、提出者名および提出者を推測できる印影等を記載しないこ

と。 

  ウ 提出書類は参加表明書（様式-1-1）を１ページ目とし、ページ番号を用紙中央下に

付すこと。 

 

５ 技術提案書の提出者を選定するための基準 

技術提案書の提出者を選定するための評価項目および判断基準は、別紙-2 のとおりと

する。 

(1) 評価対象 

ア 企業の過去 15 年間における同種または類似業務実績（様式-5，6） 

    上記「２ 提案書の提出者に要求される資格要件、(1) 技術提案書の提出者」に

記載の業務実績。 

イ 企業の当該部門の過去３年間に完了したコンサルタント業務の業務成績（様式-7） 

入札公告年度の前年度の３月 31 日を起算日として、前３年間に完了したコンサル

タント業務において、対象発注機関(※)が発注した業務成績（総合評定点（業務評

定点））。 

 



7 
 

（※）対象発注機関： 

・ 滋賀県、滋賀県教育委員会、滋賀県警察本部、滋賀県企業庁、滋賀県病院

事業庁、（旧）滋賀県土地開発公社、（一社）滋賀県造林公社、滋賀県道路

公社、（公財）滋賀県環境事業公社、（公財）滋賀県文化財保護協会、（公

財）びわこ芸術文化財団、（公財）滋賀県希望が丘文化公園、（公財）滋賀

県スポーツ協会 

・ 国土交通省（地方機関を含む。） 

ウ 配置予定者の過去15年間における同種または類似業務実績（様式-2-1～3、様式-3） 

    配置予定者（管理技術者、照査技術者、担当技術者）は、上記「２ 提案書の提

出者に要求される資格要件 (2) 配置予定技術者」に記載の業務実績。 

エ 配置予定技術者（管理技術者）の過去３年間に完了したコンサルタント業務の業

務成績（様式-8） 

管理技術者または担当技術者として従事した業務の総合評定点（業務評定点）に

ついて、入札公告年度の前年度の３月 31 日を起算日として、前３年間に完了したコ

ンサルタント業務において、対象発注機関(※)が発注した業務成績（総合評定点（業

務評定点））。 

（※）対象発注機関： 

・ 滋賀県、滋賀県教育委員会、滋賀県警察本部、滋賀県企業庁、滋賀県病院

事業庁、（旧）滋賀県土地開発公社、（一社）滋賀県造林公社、滋賀県道路

公社、（公財）滋賀県環境事業公社、（公財）滋賀県文化財保護協会、（公

財）びわこ芸術文化財団、（公財）滋賀県希望が丘文化公園、（公財）滋賀

県スポーツ協会 

・ 国土交通省（地方機関を含む。） 

オ 配置予定技術者（担当技術者の資格）（様式-2-2） 

    担当技術者においては、下記の資格。 

(ｱ) ａ）技術士（総合技術監理部門：選択科目 建設-建設環境）、ｂ）技術士（建

設部門：選択科目 建設環境）、ｃ）衛生工学部門で登録した技術士で、かつ、

計量法（平成４年法律第51号）により環境計量士（濃度関係）の登録をした者ま

たはｄ）応用理学部門（選択科目：物理および化学）で登録した技術士で、かつ、

計量法により環境計量士（騒音・振動関係）の登録をした者 

(ｲ) ＲＣＣＭ（建設環境） 
カ 配置予定技術者（担当技術者の地域精通度）（様式-2-2） 

担当技術者は、申請企業と雇用関係にある技術者のみを評価対象とする。 

 

６ 参加表明書の留意事項 

(1) 作成方法 

参加表明書の様式は、配布された様式を基に作成するものとし、文字サイズは 10

ポイント以上とする。 
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作成に当たっては、以下に示すほか、様式の注意事項に基づくこと。 

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項 

配置予定技術者の経

歴等  

  

配置予定管理技術者  

【様式-2-1】  

  

配置予定担当技術者  

【様式-2-2】  

  

配置予定照査技術者 

【様式-2-3】  

 

・配置予定技術者について、資格・経歴等を記載する。 

・担当技術者は、主たる担当技術者として１名を記載

する。 

・保有する資格の資格（合格）証等の写しを添付する。 

・地域精通度として申請する場合、雇用関係を確認す

る資料として健康保険被保険証の写しを添付する。

添付の際には、個人情報の保護等の観点から、１．

氏名、２．生年月日、３．資格取得年月日、４．所

属事業所名（雇用関係の確認に必要な事項）以外は

黒塗りにした上で添付する。 

・配置予定の技術者が過去に従事した同種または類似

業務実績等について記載する。  

・記載する実績等は、本業務説明書に記載した期間に

完了した同種または類似業務実績（管理技術者また

は担当技術者として配置された実績に限る。再委託

による業務および照査技術者としての実績は含まな

い。）とし、配置予定技術者ごとに最大２件までの

記載とする。 

・手持ち業務は、公告日現在において、契約金額 500

万円以上の滋賀県発注のものをすべて記載する（一

時中止等を除く。）。 

・プロポーザル方式による業務で配置予定技術者とし

て特定された未契約業務がある場合は、手持ち業務

の記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記す

る。 

配置予定技術者の過

去 15 年間における同

種または類似業務実

績等 

【様式-3】 

・様式-2-1、2-2、2-3 に記載した配置予定の技術者が

過去に従事した同種または類似業務実績等について

記載する。 

・記載する実績等は、本業務説明書に記載する期間内

に完了した同種または類似業務実績（管理技術者ま

たは担当技術者として配置された実績に限る。再委

託による業務および照査技術者としての実績は含ま

ない。）とし、実績等の種類を問わず配置予定管理

技術者および照査技術者は最大２件まで、担当技術

者は最大１件までの記載とする。  



9 
 

・図面、写真等を引用する場合も含め、業務の実績等

１件につき１枚に記載する。 

業務実施体制 

【様式-4】  

 

・業務の分担について記載する。  

・他の建設コンサルタント等に本業務の一部を再委託

する場合または学識経験者等の技術協力を受けて業

務を実施する場合は、備考欄にその旨を記載すると

ともに、再委託先または協力先、その理由（企業の

技術的特徴等）を記載すること。ただし、業務の主

たる部分を再委託してはならない。 

企業の実績等  

【様式-5】 

・企業における実績等について記載する。  

・本業務に関する登録の部門を記載する。 

・同種または類似業務の実績（再委託による業務の実

績は含まない。）は本業務説明書に記載する期間内

に完了した業務を対象とし、記載する件数は最大２

件とする。 

・テクリス登録がされている場合は、テクリス番号も

記載する。 

企業の過去 15 年間に

おける同種または類

似業務の実績  

【様式-6】 

・様式-5 に記載した同種または類似業務実績等につい

て記載する。  

・記載する実績等は、本業務説明書に記載する期間内

に完了した同種または類似業務実績とし、１枚につ

き１件とし、最大２件まで記載する。  

・図面、写真等を引用する場合も含め、業務の実績等

１件につき１枚に記載する。 

企業の過去３年間に

完了したコンサルタ

ント業務の業務成績 

【様式-7】 

・記載する実績等は、本業務説明書に記載する期間内

に完了した業務の総合評価点（業務評定点）とし、

１枚につき１件とし、最大３件まで記載する。  

・図面、写真等を引用する場合も含め、業務の実績等

１件につき１枚に記載する。 

・総合評定点を証明する資料として、委託業務等成績

評定通知書の写しまたは各発注機関が発行する証明

書の写しを添付する。 

配置予定技術者（管理

技術者）の過去３年間

に担当した同じ業種

区分の業務成績 

【様式-8】 

・様式-2-1 に記載した配置予定の管理技術者が過去に

従事した業務実績等について記載する。 

・記載する実績等は、本業務説明書に記載する期間内

に完了した業務の総合評価点（業務評定点）とし、

（管理技術者または担当技術者として配置された実
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績に限る。再委託による業務および照査技術者とし

ての実績は含まない。）とし、実績等の種類を問わ

ず最大３件までの記載とする。  

・図面、写真等を引用する場合も含め、業務の実績等

１件につき１枚に記載する。 

・総合評定点を証明する資料として、委託業務等成績

評定通知書の写しまたは各発注機関が発行する証明

書の写しを添付する。 

(2) 関連資料  

同種または類似の業務の実績として記載した業務に係る業務名、履行期間、業務概

要、発注機関および発注者・受注者双方の押印が確認できる資料またはテクリスの登

録内容が確認できる書類を提出すること。 

 

７ 技術提案書の提出者の選定方法(選定・非選定通知) 

参加表明書を提出した者のうち、評価の合計点が高いものから技術提案書の提出者と

して５者選定する。ただし、同評価の提出者が５者を超えて存在する場合はこの限りで

はない。技術提案書の提出者として選定したものには、書面により通知する。参加表明

書を提出した者のうち、技術提案書の提出者として選定されなかった者に対して、選定

されなかった旨とその理由（以下「非選定理由」という。）を書面により通知する。非

選定通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（滋賀県の休日を定める

条例（平成元年滋賀県条例第 10 号）第１条に規定する県の休日および令和８年８月 12

日から 14 日（以下「休日等」という。）を含まない。）以内に、書面（様式は自由）を

持参または郵送等により、非選定理由について滋賀県知事に説明を求めることができる。 

非選定理由の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10 日（休

日等を含まない。）以内に書面により行う。 

非選定理由の説明書請求の受付場所は、「1 業務の概要、(8) その他、イ 担当部局」

と同じとし、受付時間は、休日等を除く午前９時から午後５時までとする。 

 

８ 技術提案書の提出方法 

(1) 提出方法 

「１ 業務の概要、(8) その他、イ 担当部局」に持参または簡易書留郵便による

郵送により提出するものとする。ただし郵送の場合は提出期限内に必着のこと。 

(2) 提出書類 

ア 技術提案書（様式-9） 

イ 業務の実施方針、業務フロー、工程計画（様式-10-1） 

ウ 特定テーマ１、２に対する技術提案（様式-11-1、11-2） 

エ 参考見積（様式-12） 
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 (3) 提出期間（予定） 

   令和８年８月 31 日（月）午前９時から 

   令和８年９月 25 日（金）午後５時まで 

(4) 提出部数 

正本１部および写し４部とする。 

  ア 正本には提出者の記名、押印を行うこと。 

イ 写し４部については、提出者名および提出者を推測できる印影等を記載しないこ

と。 

  ウ 提出書類は技術提案書（様式-9）を１ページ目とし、ページ番号を用紙中央下に付

すこと。 

 

９ 技術提案書を特定するための基準 

技術提案書の評価項目および判断基準は、別紙-3 のとおりとする。 

 

10 技術提案書の留意事項 

(1) 技術提案書作成上の基本事項 

プロポーザルは、調査、検討および設計業務における具体的な取組方法について提

案を求めるものであり、成果の一部の提出を求めるものではない。 

(2) 技術提案書の無効 

本業務説明書および様式に示された条件に適合しない技術提案書または記載され

た事項以外の内容を含む技術提案書については、提案を無効とする場合があるので注

意すること。 

 また、上記２の資格要件を満たさない者の提出した技術提案書は無効とする。 

(3) 作成方法 

技術提案書の様式は、配布された様式を基に作成するものとし、文字サイズは 10

ポイント以上とする。 

作成に当たっては、以下に示すほか、様式の注意事項に基づくこと。 

提出する様式については、別紙-1 による。 

なお、該当する様式に不足等がある場合は、無効となる場合があるので注意するこ

と。 

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項 

業務の実施方針、業務

フロー、工程計画 

【様式-10-1】 

・業務の実施方針、業務フローおよび工程計画につい

て簡潔に記載する。  

・Ａ４判１枚に記載する。 

特定テーマに対する

技術提案 

【様式-11-1、11-2】 

・「１ 業務の概要、(3) 技術提案を求めるテーマ（特

定テーマ）に示した特定テーマに対する取組方法を

具体的に記載すること。 
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・テーマの記述量は１テーマにつき原則Ａ４判１枚と

し、業務内容に応じて１テーマにつきＡ４判２枚ま

でとすることができる。 

・記載にあたり、概念図、出典の明示ができる図表、

既往成果、写真を用いることは支障ないが、本件の

ために作成したＣＧや詳細図面等を用いることは認

めない。 

・実現性における類似実績の明示については、業務名

およびその概要を記載するものとする。 

参考見積 

【様式-12】 

・本業務に係る参考見積を提出すること。 

・参考見積は、以下(4)で提示する業務規模と大きくか

け離れていないことを確認するために用いる。特定

者には再度見積を依頼する場合がある。 

(4) 業務量の目安 

本業務の参考業務規模は、24,134,000 円（税込）以内とし、参考見積が超える場合

は特定しない。 

(5) 関連資料  

  同種または類似の業務の実績として記載した業務に係る業務名、履行期間、業務概

要、発注機関および発注者・受注者双方の押印が確認できる資料またはテクリスの登

録内容が確認できる書類を提出すること。 

(6) ヒアリング 

以下のとおりヒアリングを行う。 

ア 実施場所：滋賀県庁 会議室（後日通知する） 

イ 実施日時：令和８年 10 月 21 日（水）（予定） 

ウ 開始時間：後日通知する。 

エ 出 席 者：３名以内とする。ただし、予定管理技術者は必ず出席するものとする。 

オ その他 

 ・ 実施場所、日程を変更する場合はあらかじめ通知する。 

 ・ ヒアリングでは、「９ 技術提案書を特定するための基準」の評価項目につい

て質疑応答を行う。 

 ・ ヒアリング時の追加資料の提出および提示は認めない。 

 

11 技術提案書の特定方法(特定・非特定通知) 

技術提案書を提出した者の中から、技術評価点の合計点が最上位であるものを１者特

定する。 

技術提案書を特定したものには、書面により通知する。また、提出した技術提案書が

特定されなかったものに対しては、特定されなかった旨と、その理由（非特定理由）を

同じく書面により通知する。 
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非特定の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日等を含まな

い。）以内に、書面により、滋賀県知事に対して非特定理由について説明を求めること

ができる。 

非特定理由の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10 日（休

日等を含まない。）以内に書面により行う。 

非特定理由の説明書請求の受付場所は、「１ 業務の概要、(8) その他、イ 担当部

局」と同じとし、受付時間は、休日等を除く午前９時から午後５時までとする。 

 

12 業務説明書の内容についての質問の受付および回答 

(1) 質問は、「１ 業務の概要、(8) その他、イ 担当部局」に公告に示す受付期間内

に文書（書式自由、ただし規格はＡ４判）により行うものとし、電子メール（１(8)

イに記載の E-Mail アドレスあてに送付し、添付するファイル形式は PDF 形式とする

こと。）、持参または簡易書留郵便による郵送のいずれの方法により提出する。電子

メールにて提出する場合は、提出先に到達したことを確認すること。 

(2) 質問書の提出に当たっては、業務名、質問者（商号、担当窓口の部署および個人名

等）、連絡先（住所、電話番号および電子メールアドレス等）を併記するものとする。 

(3) 質問に対する回答は、原則、質問を受理した日から７日間（休日等を含まない。）

以内に、質問および回答を次の県ホームページにて回答を公表する。 

  （滋賀県 ＞ 県民の方 ＞ しごと・産業・観光 ＞ 工業 ＞ お知らせ・注意） 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/kougyou/ 

なお、質問の最終回答日は、次のとおりとする。 

ア 参加表明書に関する質問の最終回答日：令和８年７月 31 日（金） 

イ 技術提案書に関する質問の最終回答日：令和８年９月 18 日（金） 

 

13 その他の留意事項 

(1) 技術提案書の作成、提出およびヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。 

(2) 技術提案書に虚偽の記載をした場合は、提出された技術提案書を無効とするととも

に、虚偽の記載をした者に対して入札参加資格停止の措置を行うことがある。 

(3) 「２ 提案書の提出者に要求される資格要件、(1) 技術提案書の提出者、イ 同種

または類似業務等の実績」については、我が国の業務実績をもって判断するものとす

る。 

(4) 特定しなかった技術提案書は、提出時に返却の意志表示があった場合に限り返却す

るものとする。また、提出された技術提案書は、技術提案書の特定以外に提出者に無

断で使用しない。ただし、特定された技術提案書は、「滋賀県情報公開条例（平成 12

年滋賀県条例第 113 号）」における公開対象文書となる。 

(5) 技術提案書の提出後は、原則、技術提案書に記載された内容の変更を認めない。ま

た、技術提案書に記載した予定技術者は、原則、変更できない。ただし、病休、死亡、

退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの
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発注者の了解を得なければならない。 

(6) 技術資料作成に関する手続についての問合せには応じるが、業務内容等の問合せに

は応じない。問合せは、文書でのみ受け付ける。 

(7) 本業務における技術提案書を特定した場合は、提案したすべての者について以下の

事項を速やかに公表する。公表する様式は、以下のとおりとする。 

ア 提案者名 

イ 各提案者の技術評価点 

 「配置予定技術者の経験および能力」、「実施方針」、「特定テーマ１」、「特

定テーマ２」の４項目それぞれの小計および合計点を公表する。 

 

【公表する様式】 

１ 業務の名称 

令和８年度 第Ａ－７号 産業用地開発自然環境調査業務委託（高島地区） 

２ 技術提案書の特定通知日 令和８年 10 月 28 日（水） 

提案者名 技術評価点の内訳 
技術評価

点合計 
備考 

 予定技術者

の経験およ

び能力 

実施方針 特定テー

マ１ 

特定テー

マ２ 

  

評価の配点       

Ａ社       

Ｂ社      特定 

Ｃ社       

 

(8) 特定通知予定日時の前日 16 時（特定通知予定日時の前日が休日等の場合は、その前

営業日を基準とする）までに、提案者が他の案件を受注したことにより、本業務に配

置予定であった技術者を配置できなくなったとの申し出（技術者配置不能届）をした

場合については、参加表明を無効として取り扱うものとする。なお、技術者配置不能

届の様式については、次のホームページによりダウンロードすること。 

（ＵＲＬ：https://www.pref.shiga.lg.jp/zigyousya/nyusatsubaikyaku/kouzi/303058.html） 

技術者配置不能届は、電子メールにより提出することとし、提出先に到達したこと

を必ず確認すること。 

 

※建設コンサルタント等選定審査委員会にて決定  


